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はじめに
令和２年４月に提示した『組合員から求められる人材開発の考え方　－協同組合マインドの
醸成と専門性の向上－』を受けて、各ＪＡ・ＪＡを支援するＪＡ中央会が、ＪＡ職員の配置　
方針を設定する際の参考資料として、本報告書を作りました。
　本冊子では、①人材育成の枠組み、②配置の考え方、③新人指導員制度、④仕事の見直し
(働き方改革の実践)の作成方法と留意点を作成例としてご提示します。
職員の配置は、当ＪＡの事業運営や事業特性を踏まえて設定するものです。
これらを参考していただき、事業内容や支店やセンターの機能など各ＪＡの事業運営の実態に照らして制度設計ください。

	
事業運営に照らした『ヒト』の育成と配置
～ＪＡの事業戦略を実行するため人材を育成し配置する～

１．組織は事業を通じて地元に貢献する経営理念を有し、地元に宣言した使命を全うする
事業戦略を経営者は職員に向け肉声で発信します。
２．組織は、その経営資源(ヒト・物・金・地元の情報・地元の人脈)を活用して、利用者満足と
職員満足を向上するよう行動します。
　　したがって、人事(人の事柄)とは、事業を実施するため、「ヒト」という組織に最も
大事な経営資源を活かすことであり、経営者が宣言した事業戦略を確実に正しく実行する『ヒト』を「適材適所」とすることです。
　　適材とは、事業実施に適した職員を作ることであり、適所とは職員の能力を遺憾なく
発揮するため適性に応じて配置することです。
３．組織は、人事制度を活用して、組合員に喜ばれる事業を時宜に応じ提供する
「めざす職員像」を育みます。
そして、組織のする事業運営とは、協同組合理念に基づき各ＪＡの宣言する「経営理念」を職員１人ひとりが実践することに他なりません。
こうしたことを前提に、本冊子では、①人材育成の枠組み、②配置の考え方、
③経営理念の行動化、④育成施策例、⑤働き方改革の実践に向けた仕事の見直しを提案しています。






目次

Ⅰ　人材育成の枠組み                                3
Ⅱ　配置の考え方                                    5
Ⅲ　自己申告書制度（自己申告書・管理職意見書）     13
Ⅳ　新人指導員(メンター)制度                       15
Ⅴ　仕事の見直し                                   17
資料１　農林水産省の監督指針等                            19
資料２　経営理念の行動化                                  23
資料３　キャリアパスと研修体系                            25
資料４　育成施策（例）                                    27
資料５　ＪＡの役員にお願いしたい事                        28

別冊１　ＪＡ配置方針の事例
別冊２　職員育成のための参考資料




[bookmark: _Hlk56627636]Ⅰ．人材育成の枠組み
１．職員がする理念の行動化　⇒資料２
(1)経営理念と事業計画は一体であり、日々の業務で理念を行動化
(2)職場ごとに、みんなで話し合った事項を実行
経営理念の行動化は、協同組合理念を職員1人ひとりが自覚し、組合員・利用者に協同組合理念を当該ＪＡに照らし合わせ実現すると約束したものです。
　そうしたことを職員が認識することは協同組合理念教育の一環であり、当該ＪＡの経営理念の行動化はＪＡの「社会的役割を誠実に果たす」こと、即ち協同組合理念の実践となります。

２．めざす職員像と職員の育成
　(1)めざす職員とは、自ＪＡの経営理念と事業計画を実行する人
(2)めざすレベルが異なるため、一般職・指導職・管理職の職員の到達点を設定
(3)職員の育成は、
①自分で考えることで職員自身が育成
②管理職・指導職がするＯＪＴ、管理職がする面接(目標管理・人事考課)
③研修

３．配置の考え方
　(1)円滑な事業運営をする適所の配置、経験を積んで適材を育成する配置
　(2)適性を把握するための、自己申告、管理職の意見
　(3)新人指導員制度の実施

４．キャリアパスと研修体系　⇒資料３
　(1)各部門で職員が遂行すべき業務の到達点を示す
　(2)自分で到達できるよう考えることで成長する
　(3)業務の分担、設定すべき目標、評価の目安に活用
(注)職能資格の等級定義が部署横断的書き方であるのに対し、「キャリアパス」は課単位で
　　等級別に遂行すべき業務(各等級で重要な３個程度)を列挙した一覧表。
　　例えば支店窓口なら、３級で定期貯金の手続きができる、５級で相続の説明ができるなど

５．育成施策　⇒資料４
　(1)本人が成長する
(2)管理職がする育成（ＯＪＴと面接）
(3)全員参加型で、全員が成果と責任を共有する職場づくり

これらを通じて人材を育成します。
育成手段として、職能資格制度、目標管理制度、人事考課制度があります。
また、公平な処遇をする給与体系と退職金制度があります。

参考１　枠組みの補足説明
１．事業戦略と人事の位置付け　　ＪＡの事業戦略を実行するための人材を育成すること
(1)組織は事業を通じて地元に貢献する理念を有し、地元に宣言した使命を全うする事業戦略を
　　　経営者は職員に向け肉声で発信します。
(2)このため、経営者が宣言した事業戦略を確実に正しく実行する『ヒト』を、適所に配置するとともに、
適材を育成するのが人事制度です。
(3)人事制度を活用して、組合員に喜ばれる事業を時宜に応じ提供する「めざす職員像」を育みます。
２．経営理念と職員の行動
(1)経営理念は組合員・利用者に実行する約束した宣言文(ＪＡという組織のコミットメント)です。
それを年度ごとの実行策に取りまとめたのが事業計画(総代会で決議した約束、契約)
したがって、経営理念と事業計画は一対のもの(長く続ける事柄と、単年度の実行策)
(2)この、組織の経営資源の一つである「人(人財)」とは、経営理念と事業計画を実行する人です。
そうなら、目指す職員像は、経営理念と事業計画を実行する人となります。
目指す職員像は実行する人の姿を示しており、職員の経験と能力で求めるレベルが異なるため一般職・指導職・管理職の目指す姿を用意しています。
このとき大事なのは、能力よりも○○○を実行する人というその姿となります。
能力はその手段であり、経験もその経験を活かすという意味で方法論です。
３．育成とその方法
　人材育成は、経営理念と事業計画を実行する目指す職員を作る方法であり、主に次の通りです。
　(1)自分で考えて行動する職員になること、自己解決型(自分で課題を見付け自分で解決策)で
　　業務を遂行し、自身で成長すること⇒「気付き・行動にこだわる・自分で考える」
　(2)管理職・指導職によるＯＪＴ(８割)、面接を通じた育成⇒目標管理・人事考課制度の活用
　(3)研修(資格認証・管理職登用向け研修、対話力向上研修、業務研修)
４．配置の考え方
　配置とは、事業運営を円滑にするため、効果的に職員を配置することです。
そのため、配置には、
(1)得意分野を担当し円滑な事業運営に資すること＝適所に配置
(2)目指す職員を作るため色々経験させること(経験がものをいうから)＝適材を作る　の両面です。
　そのために、自己申告書や人事考課表を通じた管理職の意見などにより職員の適性を把握します。
　支店やセンターは即戦力を求め、育成する時間がないと言われることがありますが、そうならば　　　業務の効率化の点からも「仕事の見直し」が不可欠となります。

以上をまとめると、
人事(事業を円滑に運営するための適材適所)の枠組みは
(1)経営理念と事業計画⇒目指す職員像とその育て方⇒事業を運営する配置と、育成する配置
(2)めざす職員を作るための職能資格制度・目標管理制度・人事考課制度
(3)働きに応じた公平な処遇を担保する給与体系と退職金制度
となります。
Ⅱ　配置の考え方
１．就業規則に基づく人事異動
職員とＪＡの労働契約である就業規則の異動規定にもとづき、人事異動は、
組織が決定します。
あるＪＡの就業規則(異動)
　　第１項　組合は、業務の運営上必要がある場合には、職位任免、配置転換、出向を命ずることがある。
第２項　異動にあたっては、本人の能力、経験、健康等を考慮の上、適正配置に努める。
　２．配置方針の位置づけ
(1)配置方針は育成の方法論です。そのスタートは事業を持続的に提供するためどのような
職員が必要かを見定めることです。したがって、
①どういう育成と配置をすることで成長させるか
②商品・サービスを提供する職員はどのような経験を積むか
の視点から設定します。
(2)配置方針は、「組織がどのような成長を求め、そのためどのような配置・異動をするか」を
職員に明示することで、「組織の要請を理解して自身が成長する」自覚を促すものです。
３．人材配置方針の構成要素
人材配置方針は、組織での事業戦略(各事業の強弱)、人材育成基本方針を踏まえ「人材配置の基本的な考え方」、「育成期間と専門性発揮期間」の範囲、「組織全体の配置・異動方針」、「部門ごとの異動方針(必要に応じ職種別の異動方針)」、「自己申告書と管理職意見書の活用」　
を盛り込みます。



参考２　職員自身が成長するためのスキルアップ
(1)職員自身の成長が大事であり、キャリア開発が自分自身の成長にどう反映するか認識させる。
(2)自分自身でどのような能力が必要なのかを把握し、それに向けて成長する形が求められます。
そのために、目指す職員像と人材育成基本方針を明示するとともに、具体的なスキルアップ方法として、以下が想定されます。
特に、地域（組合員）が求める能力向上が求められます。

地域（組合員）が求める
スキルアップ
組織が求める
スキルアップ
自身が求める
スキルアップ



支店や営農センターで
組合員と向き合う経験
(外務員・営農担当、組合員組織事務局経験)

組合員が求める　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)キャリアパスの明示
(2)JAMPや階層別研修
(3)管理職就任前（係長・課長補佐など）に管理職へ向けての研修

能力の把握　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


＊人材育成基本方針と、配置方針・研修・育成施策の関係

人材育成基本方針 


人材配置方針　　　　　　　　　　　研修体系　　　　　　　　　　人材育成施策
(1)基本的考え方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)ＯＪＴ・面接
(2)育成期間・専門性発揮期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2)活力ある職場
(3)人材配置の基本方針と部門別配置方針　　　　　　　　　　　　　　　(3)管理職の役割




４．配置方針の内容
　(1)ＪＡの事業特性(組合員・利用者特性、営農経済と金融共済など事業間の強弱、店舗数)と
職員規模を踏まえて、「配置の考え方」をＪＡごとに決定します。
「配置の考え方」は基本的な考え方であり、実際の人事異動には例外が生じます。
(2)ＪＡごとに決定するものですが、ここでは、次の３パターンを想定しました。
⇒ＡとＣの組み合わせ、ＢとＣの組み合わせ、これ以外の方式もあります。

＊以下は、1～3級=一般職、4～6級=指導職、７級以上=管理職として記載

Ａ方式：職員の適性把握期間を入組10年とし、その間に複数部門や複数地域を経験
その適性に合わせた分野で専門性追求のキャリアアップ　　⇒事例はＡ１～Ａ４
＊複数部門では営農経済と金融共済相互の異動は少ない場合もあり
	入組時から４級までの間
⇒育成・適性把握期間
	総合事業という組織特性と専門性の発揮を踏まえ、10年を
目安に複数部門または複数地区を経験することを基本

	５・６級の間
⇒専門性発揮期間
	適性に応じた部門に所属し、当該部門を中心に異動

	７級(課長)以上
⇒管理職期間
	組織の要請に基づき、経験と適性に応じた配置と異動
(1)管理職は、業務遂行・部署統制・部下育成の期間
(2)管理職以外の者は、習熟技能を発揮する期間



１．人事異動は組織の業務遂行の必要性に加えて、職員の経験した業務内容や人事考課、自己申告で把握した職員の適性を踏まえて行います。また、自己申告等による職員本人の意向を考慮します。
　　職員の適性にあたって、自己申告書、管理職意見書を活用します。
２．複数部門間の異動（おおむね４級まで）
　(１)本店と本店以外(支店・営農センター・経済事業所等)の複数部門を経験する異動を基本とします。
(２)組織全体の事業運営を把握し今後の対応施策立案できる人材を育成する観点から、複数地域を
経験する異動を可能な限り行います。
３．部門同士の人材配置・人事異動
(１)営農・経済部門(本店・本店以外の両部署)
　　①営農部門、経済部門に配置した職員(特に５級・６級)は、両部門を経験することを基本とします。
　　②営農・経済部門内の配置は、業務遂行に必要な能力(経験年数・資格取得・技術)と、職員本人の
有する能力を踏まえ、適正に配置します。 
(２)信用・共済部門(本店・本店以外の両部署)
　　①信用部門、共済部門に配置した職員(特に５級・６級)は、両部門を経験することを基本とします。
　　②信用・共済部門内の配置は、業務遂行に必要な能力(特に資格取得)と、職員本人の
有する能力を踏まえ、適正に配置します。更に、法令に基づく年数制限を踏まえます。



＊Ａ方式の設定方法
１．「人材配置の基本的考え方」の内容
(1)「組織の事業戦略や人材育成基本方針を踏まえて適材適所の配置をする」ことを宣言します。
適材適所とは、職員本人の適性を踏まえて配置すること、その場合「職員の適性把握に自己申告書と管理職意見書を活用する」など、本人の意向も考慮することを記載します。
(2)専門性の発揮と組織特性、ＣＳ・ＥＳ向上、職場の活性化の視点も踏まえて、基本的な考え方として設定します。
(3)育成・適性把握期間と専門性発揮期間と連動する形で、配置の基本的な考え方として設定します。
(4)配置の基本原則であるため、事業戦略(事業間の強弱)や事業運営(配置場所や配置人数)を踏まえ設定します。(事業運営する人の配置と育成は、その運営方式で異なる)
(5)複数部門経験の度合と専門性のレベルは、当該ＪＡでの事業間の強弱や事業バランスと
そうした事業を実践する職員の育成する時間によって変わります。 

２．「育成・適性把握期間と専門性発揮期間」の内容
(1)育成・適性把握期間は職員本人と組織が適性を把握する点から、どの程度の経験年数かを考慮し設定します。
なお、複数部門を経験させて適性を把握する場合は、例えば入組後２～３部門を経験
する事を想定した期間とします(8年から10年程度が想定されます)。
(2)専門性発揮期間は、育成期間の中で職員本人の適性を把握していることを前提とする
とともに、若手職員を指導すること、将来の管理職登用も想定した期間とします。

３．部門ごとの異動方針
(1)基本方針を踏まえて、事業部門ごとの配置方針を設定するものです。
　　営農部門、経済部門、信用部門、共済部門など、事業運営の特性に応じて設定します。
(2)複数部門や複数地区などを経験することを求める場合は、その旨を記載します。



Ｂ方式：専門性追求を重視し、入組時から一貫して営農経済と本店or金融共済と本店を
中心にキャリアアップ　⇒事例はＢ
	入組時から４級までの間
	総合事業という組織特性と専門性の発揮を踏まえ、
複数部署または複数地区を経験することを基本
(１)複数部門
①営農経済担当者は、営農センター・本店経済部・本店管理部門
②金融共済担当者は、支店・本店金融部共済部・本店管理部門
③本店事務担当者は、本支店or営農センター
(２)複数地区：支店・営農センター	

	５・６級の間
⇒専門性発揮期間
	適性に応じた部門に所属し、当該部門を中心に異動

	７級(課長)以上
⇒管理職期間
	経験と適性を踏まえて配置





Ｃ方式：管理職になるまでに、経験と適性を踏まえて異動・キャリアアップ
ただし、異動の重点事項を提示
　⇒事例はＣ
	入組時から
６級までの間
	１．事業運営の必要と適性を踏まえ、支店・センター・本店間異動、複数部門・複数地区間異動を行う。
２．能力向上と専門性発揮のため、次により担当者の配置を行う
⇒以下は例示で、ＪＡの管内特性により、ふさわしいものを適宜選択してください。
(１)金融共済担当の育成と配置
①外務員は、支店の事務や窓口を経験してのち適性を踏まえて配置
②融資担当は、窓口・事務⇒外務員の経験ののちに配置
③外務員は、３年(または５年)経験後に職員本人の意向を確認
④ＪＡによっては、「外務員を一度は経験することを基本」とすることもある
(２)営農指導員やＴＡＣは、経済窓口や販売・購買を経験したのち、
適性を踏まえ配置
(３)本店の企画管理・各事業の企画課の職員は、支店・センターで一定の経験をしてのち配置


	７級(課長)以上
⇒管理職期間
	管理職登用には、当該課の係長・課長補佐の経験があることを原則





５．担当者のキャリアアップ(例)
 　　Ａ・Ｂ・Ｃの配置方針に、担当者のキャリアアップや育成方法の追加記載が考えられます。
(1)金融・共済担当者
支店窓口⇒外務員⇒融資担当⇒支店係長⇒支店金融共済課長⇒本店金融共済課長⇒支店長
①外務員から融資担当の間に、本店金融共済・管理(一部は営農経済)を経験することがある。
②金融共済の管理職には、金融・共済の係長を経験すること。
[bookmark: _Hlk51866711]③係長・管理職任用は、キャリアパス（資料３）の経験・習得と昇格条件を満たすこと。
(2)営農・経済担当者
営農担当育成に関し、①経済の経験と知識が前提、②数値目標が必要、③若手への指導が不可欠、④マネジメント能力が必要、⑤営農技術は外部から習得もあるなどが、各ＪＡのヒアリング結果から導き出されました。
[bookmark: _Hlk60945406]　センター経済⇒営農担当⇒営農指導員⇒センター係長⇒センター課長⇒本店営農経済課長⇒センター長
【営農担当者の育成】
①農家から経済部門のことを求められるため、営農担当の前に販売・購買の経験が不可欠である。
センター経済部門在職中に、販売や資材購買だけではなく農業者との接し方を学ぶ。
②金融共済部門や管理部門を経験することがある。
特に金融共済部門在職時には、組合員への接遇・プレゼンテーションやニーズの掘り起こしの他、自らの目標設定について学ぶ。
③営農担当者の行動（目標管理による個人目標の設定と進捗管理）
㋐品目の産地化と販路拡大をすること(取引先の拡大)
㋑生きた今の情報を提供すること
㋒対応する農業者の収益・家計を知った上で販売・資材購買と連動した営農支援
　(行動を進捗管理するためにも、日報を活用することが望ましい)
㋓生産部会の事務局の運営（経理処理業務含む）
㋔補助金等の申請書類作成担当
㋕行政対応（生産調整、農業振興計画など）
④営農担当者にマネジメント手法を経験させるため、目標管理シートで自らの目標管理を徹底。
㋐事業計画とリンクした数値目標を設定
（例：単収、品目の面積拡大、新規取扱者、農家訪問件数、販売額、資材取扱高など）
㋑担当業務が事業計画とは直接リンクしない場合は、重要な業務の上位を目標として設定
㋒特に指導職層在籍時に「後輩指導」を目標の一つとして義務化
（例：担当の〇〇職員が□□業務を△月までにできるようにする）
（注：令和２年度全JA調査「営農指導員の目標管理制度の導入」＝実施している：240JA,39.5%）
　⑤営農センター間での係長以下の意見交換・交流会、営農センターと金融支店との若手の意見交換。
【営農の知識や技術の収得】
①知識の取得にあたり、適切な指導者が職場にいない場合は、普及所の普及指導員など外部の専門家から学ぶ。
（注：令和２年度全JA調査「専門的な知識や経験を有する営農指導員ＯＢや普及指導員ＯＢ、農業者など多様な人材の活用」＝実施している：265JA,43.6%）
②資質向上のため営農指導員、地域営農マネージャーおよび農業経営コンサルタントの資格認証
試験などに挑戦するほか、ＧＡＰやＨＡＣＣＰ等の専門知識を取得するための研修会（いずれも
ＪＡ全農・ＪＡ全中の共催）を受講する。
【マネジメント力向上と管理職育成】
①本店営農経済部門で、ＪＡ全体の営農経済を経験(営農経済の企画と事業進捗管理・予算管理、各センターの指導支援)することで、マネジメント能力・部下育成を身につける。
②営農経済の管理職着任前には、営農経済の係長を経験すること。係長クラスで後輩指導方法を経験させるためにも、管理職業務の担当をさせる。これまでの「組合員から学べ」「先輩から技術を盗め」だけでなく、後輩指導が係長業務であることに発想を転換。
㋐部署内の数値目標の設定(センター別数値目標の設定と提示、単収・所得向上の数値・共販率・農家訪問件数・販売額・収益額)
㋑販売・購買の計画策定と進捗管理、購買品在庫管理などの管理業務と、各センターでの行動修正(本店ならその指示)
㋒後輩指導(本店営農経済部門担当者による巡回指導を含む)　
　③営農経済部門管理職養成のための係長研修会を行い(階層別研修会での営農経済係長対象)、企画・管理手法と後輩指導方法を身に付けさせる(マネジメントのし方を学ばせること＝部下育成は管理職業務であることの徹底)。
⇒講師は、当該ＪＡの本店営農経管理職・係長、支店の金融共済管理職から実際の手法を伝授するとともに、個人ワーク・グループ討議して、実行策を提案させる。
【営農担当者の意識向上】
農家組合員が代替わりするのを前提に、過去のやり方は通用しないことを理解させること。
㋐営農指導・販売・資材購買が一貫した農業者への対応を行うこと
（ＪＡの担当者は分かれていても農業者は一人）
㋑農業者の声を聴くこと
㋒団塊Jr世代に変わる、若い農業者にＪＡに期待する事・期待しない事(他社を使うこと)を
　　 理解させること
　　⇒危機意識の情勢と改善する意識を植え付けさせる
㋓品目内で、担い手農家と兼業農家などをセグメントして、プレゼンするサービスを考え
させること
　 ㋔経営からみた営農経済部門の立ち位置を１人ひとりが自覚すること
　 ㋕スピード感を植え付けること、他社の動向を認識することと、ＪＡの強みを認識させること
強みの発揮策を策定させ、農業者にプレゼンさせること
＊以下の参考資料を別冊２に掲載しています。
①　別冊２の資料１「営農経済部門の担当者と管理職の養成に向けて」
今回にあたって、各ＪＡの人事部課長やベテランの営農指導員にヒアリングしました。
ベテラン指導員から見た営農担当の育成と外部の活用、センター間の異動、品目の対応、
営農管理職の育成、営農と金融の経験などが挙げられています。
②　「ＪＡ北つくば」がする営農指導員の役割と育成方法
営農担当者の育成方法の事例として、『月刊ＪＡ』にてＪＡ北つくばを紹介しています。


Ⅲ　自己申告書制度（自己申告書・管理職意見書）
１．職員の適性を、職員本人と管理職が提示する制度
(1)現在の業務や将来担当したい業務を聴取することで、今後の配置・異動の参考にします。
次の両方を活用することで当該職員の適性を把握します。
①職員本人が記載する自己申告書
②管理職が当該職員の適性を把握する管理職意見書
(2)自己申告書は、管理職を通じないで直接に人事担当部長に送付する方法があります。
(3)適性や評価を踏まえた４月定期異動であれば、12月下旬提出を目途に実施します。

２．自己申告書・管理職意見書の記載内容(職員本人、管理職意見書)⇒別冊２参照
　(1)現在の業務の適性と将来経験したい(させたい)業務を記載することで、職員の活かしたい能力と適性を把握します。
(2)「自身の強み・弱み」の記載を求めることで、今後の自身の成長の方向性や適性を把握させるとともに、自己分析することが成長につながるという考え方です。
管理職意見書でも、「職員の強み・弱み」を記載することで、組織側として把握します。

３．配置への活用
自己申告書・管理職意見書の内容を担当役員や人事部門が把握したうえで、必要に応じて当該職員を面接する、または昇進や昇格にあたっての役員面談時に今後の配置に関する意向を確認するなどして、職員の適材適所の配置に活用します。




参考３　自己申告書・管理職意見書の記載内容
１．「現在の業務の適性と将来経験したい(させたい)業務」を記載することで、職員の活かしたい能力と適性を把握。
２．「自身(部下)の強み・弱み」の記載を求めることで、今後の自身の成長の方向性や適性を把握させる
とともに、自己分析することが成長につながる。
管理職が記入することで組織として職員の特性を把握。
３．職員が自身の適性を見つめ把握すること、管理職は普段の業務遂行から職員の適性を報告するため、(2)や(3)は特に重要な項目です。
　また、(6)も職員の考え方、成長の度合いを知る一助となります。
(1)現行業務に対する考え(経験の為に継続、異動したいなど)
(2)配置・異動の希望、将来担当したい部門、適性など
(3)知識技能の面・経験の面から「自身の強み・弱み」(資格等自己啓発は目標管理シートで)
(4)職場の雰囲気
(5)健康状態や育児休職・介護休職など今後のこと(必ず記載を求めるものではありません)
(6)「今後の当ＪＡの取り組むべき事項や新規に検討すべき事業」
　　



Ⅳ　新人指導員(メンター)制度
１．新入職員１年目に、職場の先輩職員が指導員として一対一の関係で、業務上の課題や悩みの相談役となり、新入職員が業務を理解し職場の一人として認められ、ＪＡ職員として独り立ちできるよう補佐するものです。
(注)ＪＡでは「指導員」「世話係」「エルダー」などの名称が多いようです。
「メンター」を「メンタル」と混同される恐れがある場合は、別の呼び方で構いません。
	(1)指導員は、自組織を自覚させること・仕事の役割を認識させること・職場での振舞いを理解させるなどを担い、業務内容そのものは上司と職場の仲間も適宜指導する方法もあります。
(2)当初はマナー等を学ぶことを目標とし、「勤務態度・職場マナー・電話・接遇対応・仕事の進め方」
チェックリストを用意し、できたことを積極的に評価しやる気と安心感を与えます。
(3)マナーや電話対応などの基礎を習得(４～５月など)後に、徐々に業務内容の習得をめざします。


２．入組３年目までの離職防止の対応策として、指導員は教えることで業務の進め方や対人関係の訓練など成長につながる意味でも、人材育成の大切な取り組み。
[bookmark: _Hlk40897922]３．指導期間は１年とすることが望ましく、「新入職員育成計画書兼報告書」（様式は別冊２参照）により育成を行います。（注：これにより指導期間中（１年間）は原則、目標管理と人事考課を行わない(職員に非公開)ことも考えられます。）
４．新人指導員は次が考えられます。
(1)担当業務を教える役割ならば４等級or５等級(指導職)の職員
(2)業務指導よりも良き相談相手としての役割を重視するならば一つ上の先輩など新人職員と歳の近い職員
指導員は、職場の実情に合わせて直属の上司が選出し、人事部長が任命し、指導員に対してその旨の辞令書を交付することが考えられます。
５．直属の上司と指導員が協議し新入職員育成計画書を作成し、節目に応じて指導結果を報告書に記載し、人事課に報告します。
６．指導員は、新入職員への指導を自身の目標管理の目標の一つとするのが望ましい。
７．新入職員の指導は、他職員は忙しいからといって指導員任せにせず、管理職と職場の仲間が気に掛け職場全体で成長を応援することが大切です。
それが、ひいては離職防止に繋がります。
８．新入職員研修会でも挨拶も含めたマナーや電話応対・接遇を習得させますが配属後も指導員との間で「マナーチェックリスト」を活用し、本番での習得が必要です。
　過去の新入職員の経験を踏まえて、留意点を習得させるとともに、本人に達成感を抱かせることは試用期間中の育成上のポイントです。
　　短期間で「できた」という達成感を抱かせることが、新入職員の意欲持続に、離職防止にも肝心であることを、指導員に教示します。
参考４　指導員の指導に始まり、３年目までにＪＡ○○イズム(組織風土と強み)を培うために
１．若手職員の育成の時間軸
(１)採用から３年で一人前となるに向けて(２年目・３年目で何が出来るか)
(２)それを踏まえて、１年目に何を学び・習得させるか ＝到達点(ゴール)からさかのぼること
(３)さらに、どういう人を採用するか(各部門はどういう人が欲しいか)
	①トップのコミットメント
②ＪＡ○○全体の事業の大よそを把握する
(試用期間中に複数の部署を経験することも考えられないか)
③マナーと礼儀(行儀)、文書を作れること
④メンター制度による育成と指導員自身の能力向上(指導することで学ぶ事柄は多い)
⑤人材育成基本方針を自らの行動で(出来ることを誠実に継続する)
⑥あこがれの先輩から学び、自分もそれを目指す(あこがれの先輩の行動はどこが違うか)
⑦自己解決型人材育成に向けたセルフコントロールできる人材
⇒自分で考える癖をつける、何か新しい事を



２．指導員研修(例)
(１)新人配属後の研修(５月頃)
①ラーニング・コーチング等の指導技術の習得よりも、新入職員としてどう接するかに力点を置き、新人配属１か月後を目安に開催する。参加者は指導員と直属の上司のセットが望ましい。
　(指導員としての姿勢などの不安を解消することも狙い)
②１か月取り組んだ課題やできたなどを持ち寄り、指導員同士が情報交換することで、今後の指導対応を学ぶ。また、昨年・一昨年の経験者より注意事項を伝える。
　③配属前の新人研修で教えた内容を提示した上で、当該職場で何を学んでもらうかをグループ討議で確認してもらう(そのためにも管理職同席が望ましい)。
(２)期中での指導員の情報交換(上期末など中間時や三か月単位など)
指導員が参集し、これまで出来た事や課題の共有化は有意義で、指導員を孤独にさせない手法
(３)育成終了前
①あらかじめ新入職員から「学んだ事・良かった事・今後更に指導して欲しい事」を聴取しておき、今後の職場で対応を話し合ってもらう。
②上司も参加し、出来たことを評価するとともに、１年間の労をねぎらう(人事担当役員参加)




Ⅴ　仕事の見直し（働き方改革の実践）
　働き方改革は、働き方＝仕事のし方を見直し、働き方を改善するものです。
　１．現場で職員育成の余裕がないという意見が多いです。
人材育成の時間を確保し、必要な研修を受講させるためにも、日々の業務を効率化
します。
２．利用者サービスのスピード化し、業務を効率化するため、仕事の見直しを実施します。
⇒スピード化と効率化は、組合員・利用者満足向上、職員満足向上につながります。
　
３．仕事の見直し
(1)無駄な作業の排除、業務の平準化
(2)自分でする仕事の段取り⇒目標管理でのセルフコントロール 
(3)自己解決型人材(指示待ちの脱皮)
(4)管理職がする役割分担(目標管理でする業務の役割分担)
(5)会議・打合せのし方(時間厳守・資料事前配布など)
(6)ＯＪＴ、『活力ある職場』(参加型の計画策定と成果と責任を全員で共有化)

４．業務の平準化に向けて
(1)無駄な作業の見直し、効率的な仕事のし方を、各部署で共有
(2)残業の少ない支店の管理職が当たり前にする仕事の仕方を、他支店にも活かす
(3)正確で早い職員の仕事のし方を共有化する (ミスが多い・やり直しのケースは時間を奪う)
(4)業務単位でメイン担当・サブ担当を置き、不在でも対応できる・全体のレベルアップ
(5)可能なものはセンター・支店に権限移譲することで、スピード化を促進する
本店と支店やセンターとの情報伝達のタイミング、現場の作業を考慮した指示・連絡のし方を調整
　　(6)利用を失わないサービスを見定めて、短縮or廃止するサービスの検証と新規サービスの検討






参考５．業務改善策の一例

１．業務遂行方法
　(1)営業時間外の外線電話のルール化(電話アナウンスの活用など)
　(2)就業時間外は原則として内線電話をしない(緊急用の１本のみ活用)
　(3)書類のひな形作成
　(4)業務の複数担当者(メインとサブを設定し、特定の職員しか扱えないことを解消、休暇取得に
よる不在にも対応できるようにする)
　(5)朝礼後の担当ごとの短時間ミーティングで本日遂行業務を確認(チームで仕事をする意識、
期限の有る業務の失念解消など)
　(6)終礼により、仕事のメリハリと翌日遂行する仕事をチームで確認
　(7)伝票・資料は複数人のチェックによりミスを解消
　(8)支店同士で書類の棚入れ場所は保管方法を統一する(異動者も迷わせない)
　(9)無駄話を減らす

２．指示待ちからセルフコントロールによる仕事の進め方
　(1)課内の業務分担は全員で確認し合ったのちは、担当者の段取りにゆだねる
　(2)気になる点は、まず対応策を自分で考えて、管理職や先輩に相談
　　・「どうしたらいいですか」ではなく、『こうしたいけど良いですか』を提案する
　(3)緊急時やトラブル時は即時に一報を報告、赤ではなく黄色信号時点で報告・相談する
　(4)管理職は職員の動きを気に掛け、変化(悩みなど)を把握した場合は対応

３．会議の運営方法
　(1)目的と決定すべき事項を事前に明確化して通知して置く
(2)時間厳守と１６時以降は会議をしない、打ち合わせも時間を区切り結論や方向性を出す
　(3)資料は７割完成で事前送付して、議論中心(説明省略)とし結論を出す
　(4)外務員と窓口担当、指導員と事務担当の情報引き継ぎは、手書きメモで立ち会議(15分以内)


＊ある研究所の専門家によると、仕事の見直しとして、
　(1)無駄な会議や稟議・打合せの削減
(2)仕事の配分や段取りの改善
(3)決定権の権限移譲
　(4)意義の乏しい組織内ルールの見直し
(5)管理職が職員に指示・依頼する優先順位　
(6)職員は自分で仕事の段取りを考えて行動するなど

資料１　農林水産省の監督指針等
１．現状
平成28年の農協法改正に伴い農水省の監督指針等が改正され、信用・共済事業部門以外の職員には人事ローテーション等の義務がなくなりました。

２．営農経済事業担当職員への留意事項
営農経済事業を担当する職員は、内部けん制体制の強化を前提に、高度な専門性を有する人材育成に考慮した人事異動などが求められています。

	【農林水産省『農業協同組合、農業協同組合連合会及び農事組合法人向けの総合的な監督指針（信用事業及び共済事業のみに係るものを除く。）』（平成28年4月改正,令和元年５月最終改正）】(抜粋）
Ⅱ－１－３ 法令等遵守態勢の整備 
Ⅱ－１－３－２ 主な着眼点 
(2)内部けん制体制
(3) 　人事管理に当たっては、信用事業及び共済事業の職員については、事故防止等の観点から、系統金融機関向け監督指針Ⅱ－３－３－２(4)、共済事業向け監督指針Ⅱ－３－14－１－２(4)に基づくローテーション等について取り組んでいる。
(4) 　現金を扱う職務などを行っている職員（管理者を含む。）については、連続休暇、研修、内部出向制度等、又はこれらの組合せにより、最低限年１回１週間以上連続して職場を離れる等の対策を行っているか。 
Ⅱ－３－１ 組合員に対する営農・経営支援 
Ⅱ－３－１－２ 主な着眼点 
(2)実施体制
(1) 　理事が、適切な営農指導や意欲ある農業者へ出向く活動の必要性を理解し、組合員とのつながりが強化できる実施体制の整備を行っているか。
(2) 　適切な営農指導や意欲ある農業者へ出向く活動などが実施できるよう業務に精通した人材の配置やそうした高度な専門性を有する人材育成が行われているか。また、そのことを考慮した人事異動が行われるよう配慮されているか。
(3)人材の育成及び能力の向上
営農技術の指導のみならず、販売先のニーズに応じて、地域の生産者をとりまとめる能力、農業者の経営改善を図る能力、生産・販売計画を提案できる能力など、地域の農業生産拡大・農業所得増大に資する人材育成策を策定し、実施しているか。






	【金融庁・農林水産省『系統金融機関向けの総合的な監督指針』（最終改正令和２年10月）】（抜粋）
Ⅱ－３－３ 事務リスク
Ⅱ－３－３－２ 主な着眼点【共通】
(4) 人事管理に当たっては、事故防止等の観点から職員を長期間にわたり同一業務に従事させることなくローテーションを確保するよう配慮されているか。また、人事担当者等と連携し、連続休暇、研修、内部出向制度等により、最低限年一回、一週間以上連続して、職場を離れる方策をとっているか。さらに、職員教育において、職業倫理が盛り込まれているか。なお、派遣職員等についても、事故防止等の観点から、可能な範囲で職員と同様の措置を講じているか。




	【農林水産省『共済事業向けの総合的な監督指針の抜粋』（最終改正令和２年10月）】（抜粋）
Ⅱ－３－14－１ 事務リスク管理態勢
Ⅱ－３－14－１－２ 主な着眼点
（４）人事管理態勢
人事管理に当たっては、事故防止等の観点から職員を長期間にわたり同一業務に従事させることなくローテーションを確保するよう配慮されているか。人事担当者等と連携し、連続休暇、研修、内部出向制度等により、最低限年一回、一週間以上連続して、職場を離れる方策を採っているか。職員教育において、職業倫理が盛り込まれているか。






	【農林水産省『預貯金等受入系統金融機関に係る検査マニュアル』（金融検査マニュアル）
（最終改正令和２年10月）】（抜粋）
オペレーショナル・リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト
Ⅲ．個別の問題点
４．事務リスク管理態勢
(別紙１)
Ⅱ．管理者による事務リスク管理態勢の整備・確立状況
１．管理者の役割・責任
(3)【管理者による組織体制の整備】
（ⅰ）管理者は、事務リスク管理方針及び事務リスク管理規程に基づき、適切な事務リスク管理を行うため、事務リスク管理部門の態勢を整備し、けん制機能を発揮させるための施策を実施しているか。
（ⅱ）管理者は、事務リスク管理を実効的に行う能力を向上させるための研修・教育態勢を整備し、専門性を持った人材の育成を行っているか。
（中略）
（ⅳ）管理者は、事故防止の観点から、人事担当者等と連携し、連続休暇、研修、内部出向制度等により、最低限年一回一週間連続して、職員（管理者も含む。）が職場を離れる方策をとっているか。管理者は、その状況を管理し、当該方策を確実に実施しているか。
（ⅴ）管理者は、事故防止の観点から、人事担当者等と連携し、特定の職員を長期間にわたり同一部署の同一業務に従事させないように、適切な人事ローテーションを確保しているか。やむを得ない理由により長期間にわたり同一部署の同一業務に従事している場合は、他の方策により事故防止等の実効性を確保しているか。管理者は、その状況を管理し、当該方策を確実に実施しているか。
（ⅵ）管理者は、派遣職員等についても、事故防止の観点から、以下の点に留意した人事管理を行っているか。
・ 派遣職員等が行うことのできる業務の範囲を明確化しているか。
・ 職員に比べ人事情報が少ない等の派遣職員等の特性を踏まえた人事・労務管理（研修の実施を含む。）を行うとともに、日常的なけん制が機能する態勢となっているか。
※『共済事業実施機関に係る検査マニュアル』（共済検査マニュアル）（平成30年5月最終改正）も同様の内容である。












	【ＪＡ全中『ＪＡにおける行動規範実践の手引き～自己点検・事後対応編～』】
（令和元年８月）（抜粋）
内部管理態勢整備にかかる指標　個別判定シート
６　人事ローテーションおよび連続職場離脱の適切実施
【点検内容】
(1)信用事業を担当する職員について、原則５年で、部署・部店等をまたぐ異動または担当業務の変更または担当地区の変更が行われており、かつ担当顧客の変更が行われている。
(2)信用事業を担当する職員について、年に１回以上、１週間以上の連続職場離脱を実施している。



	【ＪＡ共済連『ＪＡにおける共済事業実施体制強化指針』（令和３年度 追補版）】
（令和２年11月）（抜粋）
Ｖ．コンプライアンス態勢の強化
４．人事ローテーションの適正化 
　不祥事の未然防止の観点から、管理・チェック機能を担える人材の管理職への任用・育成に加え、職員の人事ローテーションを適正実施することが求められております。人事ローテーションについては、以下のとおりとします。
【基準】
（１） 共済事業を担当する職員（支店長等を含む）については、原則５年で、以下のア～ウのいずれかの変更（以下、「所属等の変更」という。）が行われているものとする。
ア．部署・部店（支店）等をまたぐ異動
イ．担当業務の変更
ウ．担当地区の変更
（２） ＬＡ等の推進担当者については、上記１に加え、原則５年で、担当する利用者（担当世帯）の変更（以下「担当利用者の変更」という。）が行われているものとする。
（３） ただし、やむを得ない事情がある場合、常勤役員等が参集する会議（コンプラ委員会等の準じる会議も含む）で協議のうえ、ＪＡ理事会・組合長等の承認により期間延長（※１、２）を可能とする。
（※１）「所属等の変更」について、本店職員では５年（再延長可）、支店職員では１年（再延長不可）を上限とする。
（※２）「担当利用者の変更」について、５年（再延長可）を上限とする。










資料２　経営理念の行動化
[image: ]人間愛
農業愛
ＪＡ愛
経営理念

一人ひとりの行動に向けて
１．めざす職員像を具体的行動に置き直すこと、業務の中で実行すること
　　職員同士で自分が出来ることを確認し合い無理のない行動の目安を作り、職員自身の成長の姿を自ら描きかつ実践することで、成長する一助とします。
(1)めざす職員像を踏まえ、日々の業務のなかで自身が実践する行動を定める。
　(2)職場単位で、職員の行動を全員で話し合い確認し合うことで、成長への行動指針とする。
(年度当初の職場全員が参加する課内会議や目標検討会議で確認し合う)
　(3)職員の成長の支援⇒ＯＪＴで管理職が指導する視線の一助とする。

２．具体的行動　
(1)職場単位の取組み(全職場で実施)
　①目指す職員像への具体的行動を職場単位の職員全員で出し合うことで、成長への行動指針とします。
　②朝礼時に、「目指す職員像」を唱和する。
　③朝礼での一分間スピーチや若い人の勉強会で順番に宣言することで、本人が自覚し確信とするようにします。
　④職場単位に、毎月１項目以上の具体的取り組み事項を定め、全員が実行します(改善事項を中心)
(2)これらを踏まえた改定したクレドカードを職場外で全職員が携行する。
　職員が作り上げた行動指針であるため、行動前にその内容を確認したうえで実行する
ことが大切
⇒組合員等利用者を訪問する前にあらかじめ、自身としてすべき行動や対応方法を確認するなど

＊経営理念、めざす職員像の行動化例
[image: ]




資料３　キャリアパスと研修体系
１．職能資格等級の定義は、部門横断的に等級に応じた能力と遂行業務を示しているため、
具体的な業務に照らして整理しなければなりません。
そこで、部門ごとに具体的な業務を抽出し、それを等級ごとに求める業務内容とレベルで
示したのが、「キャリアパス」です。
　ＪＡ職員からみたら自らが成長するために、たどるべき道筋が理解できます。
　２．部門別等級基準を職員に明示し、当該部署に在籍する職員に対し求める業務内容と能力を示すことで、本人への成長過程を示すことになります。
[bookmark: _Hlk40274178]更に、業務分担の基本、目標設定と評価の基準に活用できます。
　３．併せて、当該業務遂行のために必要な資格や研修体系も設定することで、必須・推奨の研修・資格も明示できます。
　４．膨大な作業を要した職能要件書に代えることができ、メンテナンスも容易となります。

　＊通常、一般職、指導職の等級ごとで設定し、管理職には設定しません。
　⇒キャリアアップを部門別等級基準で示す(課単位で等級ごとの主な業務を明示)
⇒そのための資格・研修体系を明示

　キャリアパス(支店の部門別等級基準)のイメージ　
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[bookmark: _Hlk60947124] あるＪＡのキャリアパス　～ 支店(組合員課・金融課・共済課)の抜粋
[image: ]
同研修・資格体系　～上図の業務遂行とリンクさせている
[image: ]


資料４　育成施策(例)　＊働き方改革を通じた職場づくり、サービスのスピード化も加わる   
１．経営理念・人材育成基本方針を日々の業務で行動化  / 組合員・利用者満足と職員満足
(1)組織として定め唱和する経営理念・育成方針を、各部署単位で、日々の業務で行動化　
　　(職場で行動化宣言を出し合う場の設定と、職員同士での実行)
(2)『組合員・利用者満足を創りて、職員満足を生む』職場にしよう
 (ありがとうの一言を想像して行動しているか)　　　　　

２．職能資格制度に基づく育成　　　　　　　　　　　　　　
(1)職能資格に照らして求められる能力の自覚と行動　
(2)部門別等級基準(キャリアパス)を職員に明示　(仕事のレベル感の基本に)

３．管理職の役割、部下との向き合い方
(1)管理職の役割とマネジャーの心得
(2)部下の望む事を知って成長を応援
(3)人を育てるＯＪＴと結果面接、活力ある職場づくり 
(4)適切な目標と公正な評価による成長支援⇒目標管理制度・人事考課制度を活用した育成
(5)業務実施上の課題解決のヒントに 

４．専門能力の蓄積(研修体系・必要資格)　⇒キャリアパスに併せて研修体系を設定
(1)職員全員の求める資格・受講研修、担当業務履行のための資格・ノウハウの取得
(2)接遇やマナー研修 ⇒自ＪＡの外務員や窓口担当者が講師をするのが実践的
(3)コミュニケーション能力の向上策⇒対話力向上には自組織の外務員や指導員などを
講師とした研修会が現実的で有効(高齢者との対話の仕方は重要)

５．職員同士の意思確認や資質向上に向けて
(1)自己改革大会(全職員大会)　⇒役員のコミットメントを全職員が確認する場面　
(2)役員・本店部長と若手職員の意見交換会、提案制度(役員は対応策を発表しイントラで共有化)
(3)企画課長と人事課長で要員配置のヒアリング(配置数や配置職員に関する各部署聴取)
①両課が一緒に巡回することで、企画課所管の事業運営(本支店間・指揮命令)や
要員配置数の課題を把握する
②人事課所管の職員個人の配置・異動上の課題を把握することをねらいとする
(4)職場単位の自主学習会、事業戦略・職場改善プロジェクト(課長、中核・若手職員)の実施 
(5)役職定年者・再雇用者の活躍の促進、有期職員の戦力化

[bookmark: _Hlk56695031]資料５　ＪＡの役員にお願いしたい事　(ＪＡ全中令和元年トップセミナーでの提案事項)
１．今後の自組織の事業方向を全職員に示し、経営者と職員の一体となった歩みを
(1)経営状況と今後の事業展開の意思統一
(2)『人』が最大の経営資源、自ら考え行動する職員に期待することの発信を
(3)何年かに一度は職員の意識調査で、職員の悩みや期待の把握を
　　
２．求める職員像と配置方針を作成し、職員に提示
(1)求める職員像を職員必携・クレドカードなどして、職員が各々の業務で行動する
(2)配置方針の設定と職員への明示
(3)今の年齢・等級別の職員分布を見据えて、３-５年後の職員配置を想定
①今後の情勢を踏まえて採用
②管理職登用の想定や再雇用者の増加
(4)自己申告書・管理職意見書で適性を把握 (必要に応じ昇格・昇進前の面接で確認)

３．管理職の育成
　　(1)管理職の役割と求める事へのメッセージ発信
　　(2)管理職前(係長など)から、管理職業務の一部を任せるなどして経験を積ませる

４．支店・営農センターを巡回して、若手職員への声掛け・意見交換を
　　(1)経営者からの一声が職員をやる気を後押しする
　　(2)組合員の期待や職員の悩みを現場の職員から知ることは事業運営と経営に大切
⇒役員が職員の目を見て「ありがとう」の一言は、信頼とやる気を生み出す大事な行動

＊役員巡回、役員・本店部室長と若手職員の意見交換
(1)役員がいま現場で生じている課題を把握し、即時に次の一手を打つ「見える化」(ガバナンス)
(2)役員と忌憚ない意見を交わすことで役員が自分たちを見ていてくれるとの信頼感の醸成と
意欲の向上がねらい。




（白紙）
2
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組合員管理 教育資材普及 生活関連指導 生活資材普及 貯金（窓口・資金運用） 融資 共済事務 複合渉外

６級 調査役 企画・監督

課の目標に従って、課の目標を立

案し、課のメンバーに指導し高度な

業務知識や実務経験に基づく企画

力・判断力を必要とする。組合員加

入・脱退の相談、難しい案件の対

応。

課の目標に従って、課の目標を立

案し、課のメンバーに指導し高度な

業務知識や実務経験に基づく企画

力・判断力を必要とする。『家の

光』、農業新聞の計画を立案し、普

及活動をし委託者勘定の管理がで

きる。

課の目標に従って、課の目標を立

案し、課のメンバーに指導し高度な

業務知識や実務経験に基づく企画

力・判断力を必要とする。女性会活

動の立案・企画し相談活動ができ

る。事務的な事の指導ができる。

課の目標に従って、課の目標を立

案し、課のメンバーに指導し高度な

業務知識や実務経験に基づく企画

力・判断力を必要とする。事業計画

の進捗状況の管理。価格設定・手

数料率の管理。売価変更の指示。

事業計画策定及び実績分析ができ

る。事業計画の進捗状況を把握し、

改善策を策定することができる。相

続相談や税務相談ができる。



部署の事業計画及び実績検討がで

きる。事業計画の進捗状況を把握

し、改善等の具体策を策定すること

ができる。上位者の補佐ができる。

事業計画の進捗状況を把握し、推

進方策の策定ができる。支所の数

字の把握と、複合渉外・スマサポへ

の適切な指導ができる。

支所の事業進捗状況を把握し、推

進計画の策定、実行、推進方法の

見直しを行うことができる。所属ブ

ロックの進捗状況を把握し、他複合

渉外の相談を受けることができる。

新任複合渉外の指導ができる。

５級 主査 企画・判断

上司からほとんど指示を受けずに、

業務知識や判断力をもって業務を

遂行し指導力を必要とする。賦課

金・出資配当処理の指示、組合員

脱退加入、変更等の手続きが、主

体的にできかつ部下に指導できる。

上司からほとんど指示を受けずに、

業務知識や判断力をもって業務を

遂行し指導力を必要とする。『家の

光』、農業新聞の内容を理解し普及

活動ができる。

上司からほとんど指示を受けずに、

業務知識や判断力をもって業務を

遂行し指導力を必要とする。女性会

活動を、上司と相談しながら、立案・

企画する事ができる。

上司からほとんど指示を受けずに、

業務知識や判断力をもって業務を

遂行し指導力を必要とする。上司と

相談しながら業者、商品選定ができ

る。所品の在庫管理ができる。

業務知識経験にもとづき、上司に代

わって指示、統率をとることができ

る。下位者への指導、助言ができ

る。窓口で商品説明をしながら推進

できる。より高度な金融専門知識を

習得する。



後輩の指導ができる。決算資料（利

息不計上、利子助成金）が作成でき

る。利子助成申請ができる。期限の

利益喪失及び代位弁済請求ができ

る。貸倒引当金が理解でき自己査

定書類の作成、農業ゆうしについて

的確にアドバイスできる。

他の複合渉外の相談を受けること

ができる。お客様からの相続や税

務の相談に応えることができる。高

度な事務処理や大規模災害の罹災

請求ができる。

週次、月次、年次の推進計画を立

てることができる。所属ブロックの状

況を把握し、他複合渉外の相談を

受けることができる。新任複合渉外

の指導ができる。

４級 副主査 判断・指導

上司のおおまかな指示をうけなが

ら、限られた分野における高度な業

務知識・判断力をもって仕事を遂行

し、一定範囲内で部下を指導する能

力を必要とする。

上司のおおまかな指示をうけなが

ら、限られた分野における高度な業

務知識・判断力をもって仕事を遂行

し、一定範囲内で部下を指導する能

力を必要とする。

上司のおおまかな指示をうけなが

ら、限られた分野における高度な業

務知識・判断力をもって仕事を遂行

し、一定範囲内で部下を指導する能

力を必要とする。女性会活動を、主

査にの指示に従い行う。加工所の

管理業務

上司のおおまかな指示をうけなが

ら、限られた分野における高度な業

務知識・判断力をもって仕事を遂行

し、一定範囲内で部下を指導する能

力を必要とする。購買システムを理

解し指導できる。商品の内容を理解

し推進できる。

担当業務の改善点を発見し、改善

することができる。下位者への指

導、助言ができる。

住宅ローンの審査から実行までの

事務ができる。抵当権の設定及び

解除手続きができる。住宅つなぎ資

金、畜特資金、マイカーローン等各

種受付から実行まで一通り自分で

ができる。

やや高度な専門知識を持ち、業務

に活かすことができる。後輩の指導

ができる。ラブレッツの付加機能が

活用でき、スマサポへ指導ができ

る。

他複合渉外の相談を受けることが

できる。新任複合渉外の指導がで

きる。（ロープレ、同行推進等）他者

商品（生保、損保）の分析ができる。

３級 主事 非定形判断

応用的な業務知識・判断力を有し、

定型業務・非定型業務ともに上司の

指示を受けることなく主体的に行う。

賦課金・出資配当の処理、組合員

脱退、加入、変更の手続きを主体

的にできる。

応用的な業務知識・判断力を有し、

定型業務・非定型業務ともに上司の

指示を受けることなく主体的に行う。

『家の光』、農業新聞の引落し等の

手続きを主の担当としてできる。

応用的な業務知識・判断力を有し、

定型業務・非定型業務ともに上司の

指示を受けることなく主体的に行う。

女性会事務処理（組織会計、経費

稟議）を、主になって行う事がでいき

る。

応用的な業務知識・判断力を有し、

定型業務・非定型業務ともに上司の

指示を受けることなく主体的に行う。

受発注業務の入力ができる。購買

システムで供給・受入入力ができ

る。

応用的な業務知識・判断力を有し、

定型業務・非定型業務ともに上司の

指示を受けることなく主体的に行う。

貯金業務を正確に判断し、接客しな

がら商品説明ができる。

マイカーローン、カードローン、フ

リーローンの稟議から実行までの事

務ができる。事前審査申請が正確

に記入し提出できる。農業近代化資

金、農機ローンの受付から実行まで

が主体的にできる。

各種請求手続きや、一通りの相続

手続きができる。共済端末機を完

全に使いこなせる。窓口により、共

済商品の提案説明ができる。

罹災調査、請求処理ができる。自動

車事故の受付ができる。

２級 主事補 定形判断

基本的な業務知識・判断力を有し、

定型業務についてはほとんど上司

の指示をうけなくても遂行し、非定

義業務については上司の支援を受

けながら遂行する能力が必要。賦

課金・出資配当の処理を指示を受

けて遂行できる。

基本的な業務知識・判断力を有し、

定型業務についてはほとんど上司

の指示をうけなくても遂行し、非定

義業務については上司の支援を受

けながら遂行する能力が必要。『家

の光』、農業新聞の購読、停止の手

続きができる。

基本的な業務知識・判断力を有し、

定型業務についてはほとんど上司

の指示をうけなくても遂行し、非定

義業務については上司の支援を受

けながら遂行する能力が必要。女

性会活動の主査の補助ができる。

基本的な業務知識・判断力を有し、

定型業務についてはほとんど上司

の指示をうけなくても遂行し、非定

義業務については上司の支援を受

けながら遂行する能力が必要。取

扱い商品を理解する。受発注業務

ができる。

上司から指示された業務を正確に

遂行できる。一通りの貯金等の業

務ができる。

マイカーローン、カードローン、フ

リーローンの農業近代化資金、農

機ローンの受付から実行までが指

示をうけながらできる。

共済の知識を学ぶ姿勢を持ち、窓

口でお客様の接客ができる。ラブ

レッツの操作ができ、PL・CLでの手

続きができる。自動車事故の受付

ができる。

ラブレッツを使用し、提案から契約

締結までの処理ができる。

１級 一般 定形

定型業務に関して、上司の指示を

受けながら、定められた手順に従っ

て遂行できる必要最低限の業務知

識を持つ。組合員脱退加入の書式

が分かる。

定型業務に関して、上司の指示を

受けながら、定められた手順に従っ

て遂行できる必要最低限の業務知

識を持つ。『家の光』を分ける。

定型業務に関して、上司の指示を

受けながら、定められた手順に従っ

て遂行できる必要最低限の業務知

識を持つ。女性会活動の事務的な

事の補佐ができる。

定型業務に関して、上司の指示を

受けながら、定められた手順に従っ

て遂行できる必要最低限の業務知

識を持つ。商品を知る。受発注業務

の受付業務ができる。

上司から指示を受けながら窓口で

の最低限な接客業務ができる。

定期担保貸付、共済担保貸付の受

付から実行までの事務を指示を受

けながらできる。

共済の知識を学ぶ姿勢を持ち、窓

口でお客様の接客ができる。共済

端末機の操作ができる。

共済の仕組を理解し、ラブレッツの

操作ができる。
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※資格について、表示等級での取得を基本とする。

組合員管理 教育資材普及 生活関連指導 生活資材普及 貯金（窓口・資金運用） 融資 共済事務 複合渉外

６級 調査役 企画・監督

JA職員認証上級 FP２級

銀行業務検定２級

(法務、相続、年金等)



事務管理者研修 FP２級



５級 主査 企画・判断

JA戦略型中核人材

育成研修

JA戦略型中核人材

育成研修修了者

フォーロー研修

階層別マネジメント

研修（監督者コー

ス）

JA組織くらしの活動

研修会

普通第一種圧力容器

取扱作業主任者技能

講習

FP３級

証券外務員資格１種

農業経営アドバイ

ザー

事務インストラクター

研修

共済税務、社会保障

研修

FP３級

相続アドバイザー

年金アドバイザー



４級 副主査 判断・指導

JA職員認証中級

コンプラ研修

階層別マネジメント

研修（中堅職員コー

ス）

事務リスク管理研

修会

食品衛生管理者 銀行業務検定３級

(法務、相続、年金等)

事務手続研修

JAバンク農業金融プ

ランナー

農業簿記検定

自然災害調査員

ライフアドバイザー(Ｌ

Ａ)

事務インストラクター

研修

自然災害調査員

生損保商品研修



３級 主事 非定形判断

JA職員認証初級

マナー研修

階層別マネジメント

研修（初級職員コー

ス）

生活コーディネーター 事務手続研修 融資トラブル対応法

務研修

自動車損害調査担当

審査員（事故担当）

損害保険募集人

安心サポーター研修



自動車損調担当審査

員（事故担当）

損害保険募集人

安心サポーター研修



２級 主事補 定形判断

証券外務員資格２種

事務手続研修

マナーアップ研修

窓口セールス基礎研修

銀行業務検定(法務３

級）

マナーアップ研修



マナーアップ研修



１級 一般 定形

コンプラ研修

マナー研修

事務リスク管理研

修会

新規採用職員研修

会

事務手続研修

マナーアップ研修

窓口セールス基礎研修

窓口担当者基礎研修

融資基礎研修

新任融資担当研修

生命共済審査員

建物共済審査員

自動車審査員

J-SMILE研修

J-WAYS（LA資格認

証）

生命共済審査員

建物共済審査員

自動車審査員
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資格・研修等

共通

組合員課 金融・共済課
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